
アンケート調査結果 ２ 

指定介護予防訪問サービス事業所  



１．訪問型サービス利用状況について

　（１）要支援者・事業対象者の割合

1割未満 30.8%
1割以上3割未満 38.4%
3割以上5割未満 25.3%
5割以上 2.0%
未回答 3.5%

　（２）サービス提供実績

居宅

要支援者・事業対象者の割合について伺います。（令和元年10月時点）

貴事業所のサービス提供実績（要支援者・事業対象者）について伺います。（令和元年

10月時点）
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貴事業所のサービス提供実績（要支援者・事業対象者）について伺います。

１回あたりの平均提供時間
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貴事業所のサービス提供実績（要支援者・事業対象者）について伺います。

利用者数のうち生活援助のみの利用者数
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貴事業所のサービス提供実績（要支援者・事業対象者）について伺います。

生活援助のみの１回当たりの平均提供時間
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（３）サービスの利用受付

（４）生活援助について

訪問型サービスの利用申込について、事業所の現員から応じきれないとしてお断りした

事例はありますか。
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要支援者・事業対象者に対する生活援助について、訪問介護員等（かわさき暮らしサ

ポーターを除く。）以外の者が提供することは可能だと思いますか。
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26.8%
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一般的な調理、配下膳

買い物・薬の受取

その他生活援助

その他

未回答

要支援者・事業対象者に対する訪問型サービスのうち、訪問介護員以外でも提供可能

な生活援助の内容について伺います。（あてはまるものすべてに回答）



２．かわさき暮らしサポーター養成研修について

　（１）かわさき暮らしサポーター養成研修の認知度

（２）かわさき暮らしサポーター養成研修の登録状況

暮らサポ研修については、市内の指定訪問介護事業所（者）であれば、法人単位で「暮

らサポ研修機関」として登録することができますが、貴事業所の登録状況についてお答

えください。

（愛称）かわさき暮らしサポーター養成研修を知っていますか。
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（３）かわさき暮らしサポーター養成研修登録上の課題

「暮らサポ研修機関」の登録上の課題について、前回のアンケート（平成28年度実施）
結果を踏まえ研修用教材（DVDとテキスト）を作成しています。貴事業所が登録をすると
した場合、課題と考えられる点について伺います。（あてはまるものすべてに○）
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未回答



３．自立支援の増進のための取組みについて

　（１）生活機能向上連携加算

包括 居宅 合計 包括 居宅

貴事業所では、生活機能向上連携加算を算定したことはありますか。

生活機能向上連携加算を算定したことがない理由について伺います。

（あてはまるものすべてに○）
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加算算定はしていないが、理学療法士等と連携し

ている

その他

未回答



　（２）自立支援の取組の評価

利用者の自立支援の増進のため、報酬による評価が必要だと思いますか。

60.1%

34.8%

5.1%
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報酬による評価が必要だと思う

報酬による評価は必要だと思わない

未回答

利用者に対する自立支援に向けた取組の公平かつ効率的な評価方法としてどちらが

望ましいと考えるか伺います。

51.3%

47.9%

0.8%
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個人単位での評価方法が適している

事業所単位での評価方法が適している

未回答

事業所の利用者に対する自立支援に向けた取組の公平かつ効率的な評価方法を実施

する場合、次のどの指標が最も望ましいと考えますか。
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事業所の総利用者のうち、要支援者・事業対象者

の受入割合

その他

未回答



４．短期間で集中的なサービスについて

　（１）３か月から６か月程度の短期間で集中的なサービスの有効性

　（２）短期集中サービスを実施した場合の意向

利用者の具体的な生活の困りごとの解消のため、保健・医療の専門職により３か月か

ら６か月程度の『短期間で集中的なサービス』を訪問型サービスで実施した場合、その

有効性について伺います。

本市で短期集中サービスを実施した場合、指定を受ける意向があるか伺います。
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